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研究の概要 

食品由来のリスクコミュニケーションに寄与するために、①リスク認知構造、市民の情報理解 

に対する基礎研究、食品汚染に対する消費者行動分析、②双方向リスクコミュニケーションモ 

デルの提示と実施実験、③フードコミュニケーションテキストの作成を行うとともに、食品関 

係者の職業倫理と関係性倫理の研究、食品技術者のプロフェッションに関する基礎研究を行う。 

研 究 分 野：農学 

科研費の分科・細目：社会経済農学、経営・経済農学 

キーワード：リスク認知、リスクコミュニケーション、食・農倫理、食品技術者のプロフェッション 

１．研究開始当初の背景 
世界的に人畜共通感染症や病原微生物に

よる食中毒、化学物質汚染を予防する食品安
全確保が社会的課題となっている。科学的デ
ータを基礎とする措置が求められ、Codex委
員会が各国政府に対して、リスク管理、リス
ク評価、リスクコミュニケーションによりリ
スク低減をはかるリスクアナリシスの枠組
みを提示し（WHO/FAO 2006,2007）、各国
は定着に総力をあげている。このような食品
安全行政には研究者からの系統的な支援が
必要とされ、レギュラトリーサイエンスの確
立が課題となっている。本研究はその一翼を
担うものである。 

 
２．研究の目的 
食品安全のためのリスクアナリシスの重

要要素とされるリスクコミュニケーション
に着目し、コミュニケーション・ギャップの
解消に向け、国際調査研究により関係者のリ
スク知覚構造等を解明し、リスクとそれに関
連する情報に関するコミュニケーション実
験を実施し、双方向で密なコミュニケーショ
ンモデルを提示する。リスク認知の基礎とな
る食に関するコミュニケーション・テキスト
を作成する。農業・食品事業者、食品衛生管
理者に要請される職業倫理を探求し、テキス
トを構想するとともに、そのプロフェッショ
ン（専門職業）の確立と運用制度・教育シス
テムを検討し提言する。 

 

３．研究の方法 
本研究には、食品安全分野の研究や実験経

済学に携わる農業経済研究者、食品衛生学、
獣医学、公衆衛生学、心理学、社会学、法学、
哲学などの自然科学・人文社会科学各分野の
研究者が学際的チームを組織してあたる。 
 リスク認知や消費者行動分析には、認知心
理学、行動経済学を基礎とし、アンケートや
対面による実験調査を実施し、定量的分析に
より、構造やプロセスを解析する。職業倫理
やプロフェッションの確立については、倫理
学、社会学などの蓄積を元に文献研究やヒア
リング調査を通じてアプローチする。 
 
４．これまでの成果 
東北太平洋沖地震、福島第一原子力発電

所事故による放射性物質の放出による食品
汚染、それに対する市民の不安の高まりに
対応すべく、当初予定していた分析課題を
大幅に変更し、喫緊の社会課題に対応しな
がら研究を継続してきた。 

本研究においては、次の5つを研究課題と
した。Ⅰ．リスク認知構造の基礎研究、市
民のリスク情報理解、食品汚染に対する消
費者行動分析、Ⅱ．双方向リスクコミュニ
ケーションモデルの提示と実施実験、Ⅲ．
フードコミュニケーションテキストの作成、
Ⅳ．食品関係者の倫理および倫理的関係の
研究、Ⅴ．食品技術者のプロフェッション
に関する基礎研究と制度の構想。 

 以上に関するこれまでの主な成果は以下

食品リスク認知とリスクコミュニケーション、 

食農倫理とプロフェッションの確立 
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の通りである。 

１． 食品由来のリスク認知の基本構造
モデルを定量的分析により確定できた。そ
れにより、大量報道→悪影響のイメージ想
起→健康への悪影響の重篤さ知覚→リスク
知覚に至る強い認知的な因果系列が見いだ
された。また、このモデルを用いることに
より、放射性物質や健康食品の個々のハザ
ードの固有の認知構造の特徴を予想以上に
明瞭に把握できることが確認できた。その
結果、リスクコミュニケーションの課題を
浮かび上がらせることができ、また、コミ
ュニケーションの効果の検証にも使用でき
る見通しができた。 

２． 市民の情報理解に関する心理学的
な実験調査により、信頼性の異なる情報源
からの情報提示や対立情報の提示について、
市民のリスクリテラシー向上に有効な情報
提供方法を提示できた。また、2年にわたる
調査により、時間的な放射性物質汚染情報
に対する信頼の低下と食品回避のプロセス
を解明した。 

３． 放射性物質汚染が消費者行動
に及ぼす影響について、同一の回答者を
対象に2年にわたり追跡調査を実施した。
その結果、汚染レベルの検査結果表示に
反応がない状態で、依然として被災地農
産物の買い控え行動が続いていること
が明らかになった。不安解消のために検
査に重きを置く対策がとられているが、
そこへの知見を提供できる。  

４． 市民の疑問に応える科学情報
の作成と、市民自身によるグループディ
スカッションにより精緻な情報吟味を
行える場を提供する、双方で密なリスク
コミュニケーションモデルを提示した。
政府機関や自治体と連携し、約70名14

グループ程度の市民に試行的な実施を
行った結果、良好な評価と効果を得た。 

５． 食品技術者（食品安全・衛生管
理者）の専門性について、全国地方自治
体一斉調査を実施し、職員配置と専門性
の確保について実情を掌握した。また、
海外主要国において、中央政府や地方行
政組織、専門職業団体の職員の専門性を
ヒアリング調査した。その結果、改革が
進展している国において、大学における
専門職養成の高等教育カリキュラム、行
政における専門能力の向上のための研
修システムに関する改善の取り組みが
調査できた。  

６． 緊急の事態に対応し、研究を進め
ることができたのは、これまでの手法の蓄
積や行政機関の関係者との連携、自然科学、
社会科学諸分野の学際的な研究組織を継続
してきたことによるところが大きい。 

 
 

５．今後の計画 
 5 つの課題について引き続き研究を進め、
学術論文や著書などに公表できるような学
術的な成果をあげるとともに、社会的に利用
できるようなモデルや手法、制度および情報
を提示する。 
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